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待遇原則の 1 つ）を謳っている。しかし、これらのように特定の型（ 「同一キャリア」や「同
一労働」など）を求める法原則をとると、それ以外の多様な人事雇用システムに適合的でな
くなり、 また、 キャリアや職務内容に直結していないさまざまな給付 （通勤手当、 社内食堂、
健康診断など）に対応できないといった問題が生じる。法律上同一労働同一待遇原則（②）









  RIETI ディスカッション・ペーパーは、専門論文の形式でまとめられた研究成果を公開し、活発な議論を
喚起することを目的としています。論文に述べられている見解は執筆者個人の責任で発表するものであり、
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Ⅰ  はじめに―問題の所在 
    １  日本における「非正規労働者」問題 


















    ２  「格差」問題と政府の方針 





  民主党を中心とする政府は、 これを受け、 2010 年 6 月に決定した新成長戦略において 「パ
ートタイム労働者、有期契約労働者、派遣労働者の均衡待遇の確保と正社員転換の推進」
を 2013 年度までに実施すべきとの実行計画 （工程表） を定めた。 この方針に沿って、 今後、
パートタイム労働法の改正、有期労働契約法の制定等を行うことが検討されている。 
 
                                                  
1  社会科学研究 62 巻 3＝4 号（2011 年）の特集「 『労働』と『格差』 」に掲載された諸論
文も参照。  3
  現行のパートタイム労働法と課題 
日本の現行法上、非正規労働者に対する差別的取扱いの禁止を定めた規定として、パー





















  有期労働契約研究会報告（2010 年 9 月） 
                                                  
2  同条 2 項により、期間の定めのある労働契約が反復更新され期間の定めのない労働契約
と同視することが社会通念上相当と認められる場合には、期間の定めのある労働契約もこ
れに含まれるとされている。 
3  都道府県労働局雇用均等室は、 パートタイム労働法 16 条に基づき、 パートタイム労働法
違反が確認された事業主に対し是正指導を行っているが、 2009 年度に行われた是正指導件
数 25,928 件のうち第 8 条関係（差別的取扱いの禁止）は 7 件（0.0%）にすぎない。 







  厚生労働省は、有期契約労働法の制定に向けて、2010 年 2 月に有期労働契約研究会を設






















ど、 パートタイム労働法の枠組みや、 平成 19 年の同法改正法附則第 7 条に基づく検討の動向






























    ３  「格差」問題をめぐる学説と裁判例 
  この問題をめぐっては、日本の学説も、裁判例も、一致した方向性を示すには至ってい
ない。 
  学説の状況 
  学説は、従来から、正規労働者と非正規労働者の賃金格差が公序良俗違反（民法 90 条）
（または不法行為 〔民法 709 条〕 ） として法的救済の対象となるかについて、 ①憲法 14 条、





べきであるとする救済否定説（下井［1984］ 、野田［1984］ 、菅野・諏訪［1998：130-131］ 6
など）に、大きく二分されてきた。このほか、同一の法的義務を負っているにもかかわら
ず合理的な理由なく差別することは公序良俗違反となる （①-β説） （水町 ［1997 ： 228-245］ ） 、
正規労働者との著しい賃金格差は均衡処遇の理念（パートタイム労働法旧 3 条）に反し不





  裁判例の状況 
  これまでの裁判例の内容も一様ではない。 
  裁判例のなかには、臨時社員の賃金が同一労働・同一勤続年数の正社員の賃金の 8 割以












                                                  
5  緒方［2011］は、現行法上は、労働契約法 3 条 2 項が定める均衡考慮原則およびパート
タイム労働法 9 条 1 項が定める均衡待遇の努力義務が私法秩序を形成しているとする。 




7  丸子警報器事件・長野地上田支判平成 8・3・15 労判 690 号 32 頁。 
8  本判決の実質的な内容は、学説上の救済肯定説（なかでも上記の①-α説、①-γ説）と
類似するものであり、 救済の対象となる 「著しい格差」 を、 本件の具体的事案に照らし 「正
社員の賃金の 2 割以上」と設定したものといえる。もっとも、実定法上の根拠が不明確な



















  なお、本稿では、EU 諸国での経験等を参考にしつつ、①パートタイム労働者、有期契
約労働者、派遣労働者など非正規労働者全体を視野に入れる12、②賃金だけでなく労働者
                                                  


















Ⅱ  法原則の形態 
    １  法原則の選択肢―3 つの形態 
  日本で正規労働者と非正規労働者間の待遇格差問題に対処する法原則のあり方を考える
場合、さしあたり次の 3 つの形態を選択肢としてあげることができる。 
 第 1 に、 現行のパートタイム労働法 8 条を参考にした 「同一キャリア同一待遇原則」 （ 「パ
ート法 8 条」型） 、第 2 に、EU の指令や EU 諸国の法文を参考にした「同一労働同一待遇
原則」 （ 「EU 法文型」 ） 、第 3 に、EU 諸国（特に EU の法規制を先導し議論の蓄積が豊富
なフランスとドイツ） の運用実態を参考にした 「合理的理由のない不利益取扱い禁止原則」
（ 「EU 実態」型）の 3 つである。 
  これらを具体的な条文の形で表現すると、それぞれ次のようなものとなる。 
 
 そ の 1：同一キャリア同一待遇原則（ 「パート法 8 条」型） 
第 1 の「同一キャリア同一待遇原則」は、 「非正規労働者14は、当該事業場において職務
内容が同一であって、人事異動の有無及び範囲が同一の通常の労働者より、不利に取り扱
われてはならない15。 」という形で条文化されうる。 






















行のパートタイム労働法 8 条 1 項と同様に、キャリア展開（人事異動の有無と範囲）の同
一性という要件が含まれているため、 「同一キャリア同一待遇原則」と呼ぶことにする。 
 
 そ の 2：同一労働同一待遇原則（ 「EU 法文」型） 
 第2 の「同一労働同一待遇原則」は、 「非正規労働者は、合理的な理由がない限り、当
該事業場において職務内容が同一または類似した通常の労働者より、不利に取り扱われて
はならない。 」という形で条文化されうる。 
  EU の 1997 年のパートタイム労働指令（1997/81/EC）は、 「パートタイム労働者は、雇
用条件について、客観的な理由によって正当化されない限り、パートタイム労働であるこ
とを理由に、比較可能なフルタイム労働者より不利益に取り扱われてはならない。 」 （4 条
1 項） 、1999 年の有期労働契約指令（1999/70/EC）は、 「有期契約労働者は、雇用条件に
ついて、客観的な理由によって正当化されない限り、有期労働契約または関係であること
を理由に、 比較可能な常用労働者より不利益に取り扱われてはならない。 」 （4 条 1 項） 、 2008
年の派遣労働指令（2008/104/EC）は、 「派遣労働者の基本的な労働・雇用条件は、派遣先
に派遣されている期間中は、少なくとも、同じ職務に従事するために派遣先から直接雇用






                                                  
16  これを受け、例えば、ドイツの国内法であるパートタイム労働・有期労働契約法は、 「パ
ートタイム労働者は、客観的な理由によって正当化されない限り、パートタイム労働を理
由として、比較可能なフルタイム労働者より不利に取り扱われてはならない。 」 （4 条 1 項
1 文） 、 「有期契約労働者は、客観的な理由によって正当化されない限り、有期労働契約で
あることを理由として、比較可能な無期契約労働者より不利に取り扱われてはならない。 」
（4 条 2 項 1 文）と定め、また、ドイツの労働者派遣法は、 「派遣労働者に対し、派遣先へ
の派遣期間中、労働報酬を含む基本的な労働条件について、当該派遣先事業場における比
較可能な労働者よりも不利な労働条件を定める約定は、……〔原則として〕無効である。 」
（9 条 2 号 1 文）と規定している。 




正規・非正規労働者間の取扱いを条文化したものが、上記の第 2 の原則であり、 「同一労
働同一待遇原則」 （ 「EU 法文」型）と呼びうるものである19。 
 
 そ の 3：合理的理由のない不利益取扱い禁止原則（ 「EU 実態」型） 
 第3 の「合理的理由のない不利益取扱い禁止原則」は、 「非正規労働者は、合理的な理
由がない限り、当該事業場の通常の労働者より、不利に取り扱われてはならない。 」という
形で条文化されうる。 
  上で述べた第 2 の 「同一労働同一処遇原則」 は、 EU の法文を参考にしたものであった。












                                                                                                                                                  
が用いられることが多い。本稿で日本における法原則を論じる際には、日本法で一般的に
用いられている「合理的な理由」という言葉を用いることにする。 




れる者を基準として、決定するものとされている（2 条 1 項 3 文以下、3 条 2 項） 。 






（橋本［2007：160］ ） 。  11
められるなど、 「同一労働同一賃金原則」自体の相対化現象がみられる21。 
  このようなフランスやドイツにおける近年の実態を踏まえて、第 2 の「同一労働同一処
遇原則」から職務内容の同一性（類似性）の要件を取り除きつつ、例外を許容する「合理
的な理由」の存否のなかでさまざまな事情を考慮しようとするのが、第 3 の「合理的理由
のない不利益取扱い禁止原則」 （ 「EU 実態」型）である。 
 
    ２  考察―それぞれの長所と短所 




  同一キャリア同一待遇原則（ 「パート法 8 条」型） 



































  同一労働同一待遇原則（ 「EU 条文」型） 





































                                                  
23  例えば、近年、フランスの破毀院は、同一労働同一賃金原則の例外となる「客観的な理
由」 として、 ①提供された労働の質の違い （Cass. soc. 26 novembre 2002, no 00-41633, Bull. 
civ. V, no 354, p347; Cass. soc. 20 février 2008, no 06-40085 et no 06-40615, Bull. civ. V, 
no 38） 、②在職期間（勤続年数）の違い（Cass. soc. 20 juin 2001, no 99-43905） 、③キャ
















（同法施行規則 5 条参照）は、これと同様の発想に立つものといえる。  14
ってしまうのである。このように、同一労働同一待遇原則は、職務内容が異なる場合に、
給付の目的や性質に応じた具体的な対応ができないという問題点を内包している。 










次の第 3 の法原則をとるに至っている。 
 
合理的理由のない不利益取扱い禁止原則（ 「EU 実態」型） 






軟な対応ができるという利点をもっている。これらの点で、この原則は、第 1 および第 2
の法原則がもっていた定型性・画一性に伴う問題点を解消し、多様な実態に応じた柔軟な
対応を可能とするという長所をもっている。フランスおよびドイツで、法律上の条文とし
ては第 2 の同一労働同一待遇原則がとられているにもかかわらず、実際の運用上は第 3 の
法原則に則った解釈がなされていることは、近年の労働実態や経営環境の多様化（それに
伴う給付の性質・内容の多様化）に対応した動きといえよう。 




                                                  









  どの法原則をとるべきか？ 
  以上のように、3 つの法原則のうち、第 1 の同一キャリア同一待遇原則と第 2 の同一労
働同一待遇原則は定型性・画一性のため多様な実態に対応できないという根本的な問題点
を内包している。それを克服できるのは第 3 の合理的理由のない不利益取扱い禁止原則で









Ⅲ  法原則の内容・性質 
    １  法原則の内容 
  合理的理由のない不利益取扱いの禁止原則は、前述（Ⅱ１）したように、 「非正規労働
者（パートタイム労働者、有期契約労働者、派遣労働者、請負労働者など、通常の労働者
と異なる雇用形態で就労している労働者）は、合理的な理由がない限り、当該事業場の通
常の労働者より、不利に取り扱われてはならない。 」という形で示されうる法原則である。  
 
  立証責任と法的効果 
  ここでは、原則として、非正規労働者が当該事業場の正規労働者（通常の労働者〔現行
                                                  
26  Ⅲで示す「合理的な理由」の内容は、第 2 の法原則をとった場合にも共通する性格のも
のである。ただし、第 2 の法原則をとった場合、この原則（同一労働同一待遇原則）を定
立するだけでなく、同原則の射程外に置かれる問題（職務内容が異なる場合の問題）への
対応（例えば現行パートタイム労働法 9 条 1 項、10 条 2 項、11 条参照）も別に検討する
ことが必要になる。  16



























派遣労働者等にそれを支給しなくても適法と解釈・運用されている（PELISSIER, SUPIOT   




28  フランスでもこの点は肯定されている（前掲注 23）③参照） 。 
29  また、教育訓練については、それが職務内容やキャリア展開と結びついて提供されてい
る場合には、職務内容やキャリア展開の違いが「合理的な理由」となりうる。  17
ET JEAMMAUD［2008：435］ ） 。またドイツでは、一定期間以上の勤続により企業への忠誠
を養うことを促す目的をもつ企業年金については、当該企業への勤続期間の短い有期契約
労働者をその適用対象から除外することも正当とされている30。 

















 第 5 に、労働時間の長さや配置にかかわる給付（時間外労働手当、深夜労働手当、食事
手当など）については、労働時間の長さや配置の違いが「合理的な理由」となりうる。例
えばドイツでは、時間外労働手当の目的が一定時間（協約時間）を超えて労働することに
                                                  
30  BT-Drucks. 14/4376, S.16; BAG vom 13.12.1994 AP Nr.23 zu §1 BetrAVG 
Gleichbehandlung; BAG vom 27.1.1998 AP Nr.45 zu §1 BetrAVG Gleichbehandlung; 
BAG vom 20.8.2002－3 AZR 14/01＝NZA 2003, S.1112; BAG vom 19.4.2005－3 AZR 
469/04＝NZA 2005, S.840. 




［2009：305］ ） 。 









（Becker/Danne/Lang/Lipke/Mikosch/Steinwedel［1987：202］, Goos［1985：29］ ） 。 












  「合理的な理由」の具体的判断の方法―3 つのポイント 
  上に述べた 「合理的な理由」 の内容は、 あくまで例示にすぎない。 その具体的な内容は、
個別の事案ごとに、それぞれの給付の目的・性質に照らして判断される。そこで、その内
容を実際にどのような方法で判定するのか （具体的な判断の方法とそれを導く法的枠組み）
が、次の重要な課題となる。この点については、次の 3 点が重要なポイントとなる。 
 第 1 に、個別具体的な判断に伴う予見可能性の欠如の問題について、労使コミュニケー
ションを促すことで対応することが考えられる。法制度的には、①待遇に違いがある場合




 第2 に、 「合理的な理由」の有無の具体的な判断にあたっては、労使の集団的な合意の
                                                  
34  BAG vom 5.11.2003 AP Nr.6 zu §4 TzBfG; BAG vom 16.6.2004 AP Nr.20 zu §1 TVG 
Tarifverträge: Groβhandel.  もっとも、手当の目的が、約束された時間（所定労働時間）
を超えて働かせることにより労働者の自由時間の利用を妨げたことに対する補償にある場
合には、パートタイム労働者は所定時間外労働に対する時間外労働手当の支払いを請求で



























  同原則の性質―「差別的取扱い」の禁止か「不利益取扱い」の禁止か？ 
第 1 に、この原則で禁止されるのは、非正規労働者への有利な取扱いをも含む「差別的
取扱い」か、非正規労働者への「不利益取扱い」のみかという点である。この点は、同原
                                                  
35  就業規則変更による労働条件の不利益変更に関する第四銀行事件・最二小判平成 9・2・





























いる EU の法原則（Ⅱ１  その 2：同一労働同一待遇原則（ 「EU 法文」型）参照）と軌を
一にするものである。 
 
  同原則の射程 
  上に述べた「合理的理由のない不利益取扱い禁止」原則は、賃金、労働時間、配置、昇







を募集・採用の条件とすること） は禁止の対象外とされる。 したがって、 同原則の射程は、
募集 ・ 採用段階での取扱いを除く、 労働者のすべての待遇に及ぶものと位置づけられうる。 
 
    ３  「均衡」待遇の位置づけ 
  さらに日本では、フランス、ドイツなど EU 諸国で定められている不利益取扱いの禁止
（ 「均等」待遇）だけでなく、前提状況が異なる者に前提の違いに応じたバランスのとれた
処遇を行うという「均衡」待遇の実現も課題となっている。この点は、正規労働者と非正















Ⅳ  むすび―本稿の要約と今後の方向性 
  以上本稿では、日本における正規労働者と非正規労働者間の待遇格差問題をめぐる法的
状況を概観したうえで、この問題の解決に向けた法原則のあり方について考察した。 


















広範さのなかで、 同一労働同一待遇原則 （②） では対応できない問題点を克服するために、
その運用上は客観的（合理的）理由のない不利益取扱い禁止原則（③）に沿った対応がな
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